
地域福祉計画に記載の共通して取り組むべき課題に対する実施状況 参考３

１　地域福祉計画記載内容の進捗状況

NO 取り組むべき内容 第２次地域福祉計画記載の取組例 関係課 回答課等 現在の取組状況 連携したい課

たつせがある課

地域コミュニティを活性化させるため、地域の活動拠点と
なる地域共生ステーションを整備し、地域の人たちのつ
ながりの場を提供している。
活動団体による高齢者向けの健康体操や、中高生学習
サポートを実施、また活動団体同士のつながりをつくる
ための事業を実施し、互いの活動内容を共有して団体
同士のつながりや多世代交流のきっかけになっている。
また、活動団体やまちづくり協議会及び社会福祉協議会
と協働して、余った食材のお裾分けや中学校の制服のリ
ユースなどを実施して、助けが必要な人とつながるきっ
かけをつくっている。

地域共生推進課

生涯学習課
生涯学習講座の開催や育成サークル設立の支援を通じ
て、市民の交流機会の充実を図っている。

たつせがある課

文化の家

・貸館事業
・オープンスペースの提供
・音楽、演劇等公演事業
・ワークショップ
・美術作品展
・講座
・学校、児童館、高齢者施設等芸術を届けるアウトリーチ
事業
・市民によるアートフェスティバル

福祉課
市民活動参加のきっかけづくりとして、ながくて地域スマ
イルポイント事業を実施している。

長寿課
高齢者が住み慣れた地域で、生活を続けられることがで
きるよう、民間企業の店舗の空きスペースを利用した介
護予防教室を実施。

地域共生推進課
たつせがある課

子ども未来課

若者から高齢者まで幅広い世代の市民が保育園や児童
館、児童クラブ等の環境整備や行事の補助などに知識
や能力を活かしてボランティアとして関わり、子どもたち
と交流することにより、地域に根ざした保育園、児童館等
を目指します。

たつせがある課
長寿課

子ども家庭課
身近な場所で親子教室に参加できるよう、地域の各児童
館で学期に1回ずつリズムあそびぴょんぴょんを開催して
いる。

地域共生推進課

・「支え合いマップ」自治会単位の小地域において、地域
内のつながりを地図に落として見える化することで、地域
の課題を地域の中で共有し、解決に向けてできることや
取組について話し合いを実施。
・「北ステお助け隊」地域共生ステーションにおいて、住
民ボランティアが来館者の話を聞くなどの関わり合いが
生まれることで、地域のつながりができている。
・「きた★がーる」地域の活性化と問題解決を図ることを
目的とし、若手女性を中心にざっくばらんに話し合いを実
施。社会と個人のつながりを維持するためのイベント等
を開催。

たつせがある課
長寿課

2 農と福祉の連携
①耕作放棄地の有効活用と農福連携とのタイアップ
②農を通じた就労機会や生きがい・つながり（参加支
援）の確保

福祉課
長寿課
みどりの推進課
地域共生推進課

福祉課
障がい事業所の利用者が農作業に携わった農作物の販
売機会を提供している。

課題
（取り組む中での課題や取組が進まない課題等）

概ね小学校区単位でのまちづくりを進めているが、自治区
と異なるため、地域との調整が難しい。

ながくて・学び・アイ講座の開講率や育成サークルの成立
数を引き上げるために、周知や呼びかけが課題である。

稼働率が高く、早期に予約が埋まってしまう。
コロナ禍、安心安全な利用のための換気、清掃。

市民活動の活動内容が多様になってきており、どこまでス
マイルポイントの付与対象とするかの判断が難しくなってき
ている。

市内の民間企業などと連携して通いの場づくりを実施して
いるが、その担い手の育成、確保ができず、市がその役割
を担っている。

登録をしている人も、実際に保育園に急に行って活動して
良いのかわからず、活動していない人もいるため、行事の
際などに施設側から声を掛けているが、コロナ禍のため、
行事の際なども声を掛けられていない。

コロナの感染症対策で事前予約制、定員10組となってい
る。

市民主体の活動となるよう支援をしているが、活動を継続
することの難しさや、キーパーソンとなるリーダーの発掘な
どが課題となっている。

障がい事業所からの農福連携のニーズはあるものの、農
業者側での受入れ体制整備が難しい。

1
誰もがつながる環境づ
くり

①地域において、多世代のより多くの人が継続的に
つながることができる場づくり、きっかけづくり
②定年退職後など、地域に関わることが少なかった
人に参加してもらえる仕組みづくり
③地域において、安心で気軽に集まることが出来る
居場所づくり
④地域で集える場所の情報の集約や把握等

たつせがある課
生涯学習課
文化の家
福祉課
長寿課
子ども未来課
子ども家庭課
中央図書館
地域共生推進課



NO 取り組むべき内容 第２次地域福祉計画記載の取組例 関係課 回答課等 現在の取組状況 連携したい課
課題
（取り組む中での課題や取組が進まない課題等）

たつせがある課

･まちづくり協議会長・自治会連合会長・区長会で自主防
災（避難所の運営に関わる人や体制の確保など）につい
て話し合っている。
･西小学校区まちづくり協議会では、地区防災計画の策
定に向けて協議を進めている。
･関係各課へ地域での会議へ参加を促している。

安心安全課
福祉課
長寿課
子ども未来課
子ども家庭課

安心安全課
福祉課をはじめとする関係各課が主体となって行ってい
るため、安心安全課として必要な協力等を行っている。

地域共生推進課
たつせがある課
安心安全課
福祉課
長寿課
健康推進課
子ども未来課
子ども家庭課

福祉課

避難行動要支援者登録制度の登録・更新案内を対象者
に年1回送付し、避難行動要支援者情報を収集してい
る。収集した要支援者名簿を支援関係者に提供し、日頃
からの見守りや安否確認、避難支援に役立て、災害時に
情報が活用されるような体制づくりを行っている。

安心安全課
長寿課
たつせがある課
地域共生推進課

長寿課
高齢者実態把握調査において、避難行動要支援者登録
申請書を併用し情報を収集している。収集した情報を民
生委員や地域包括支援センターと共有している。

地域共生推進課
福祉課
安心安全課

地域共生推進課

・要支援者などに対して、災害時のみならず、平常時か
ら見守りや支え合いの体制ができるよう地域に働きかけ
を行っている。

地域共生推進課
たつせがある課
安心安全課
福祉課
長寿課
健康推進課
子ども未来課
子ども家庭課

市と地域の連携が不可欠であるため、関係各課が地域会
議へ参加する必要がある。

関係各課がそれぞれ課題を抱えている。

地域と協働した要支援者の個別支援計画策定の仕組みづ
くりをどう進めていくか検討する必要がある。

実態把握調査の対象者が必ずしも避難が困難な状態では
ないため、本当に避難行動支援が必要な人の見極めが課
題

・関係課が多岐にわたっており、連携が十分とはいえない。
・要支援者等の個人情報を地域にどう提供するか？もしく
は、地域が把握した個人情報をどう活用するか。
・地域の見守りは、地域との協働が必須。関係課と地域を
つなぎともに検討を進める必要がある。

3
災害時における自力で
の避難が困難と思われ

る人への支援

①災害時の要支援者への支援について、地域との
連携が円滑にできる仕組みづくり
②平時から地域で見守りや支え合いができる仕組み
づくり
③まちづくり協議会等や自主防災組織と民生委員児
童委員の連携による要支援者への安否確認・避難
支援についての検討

たつせがある課
安心安全課
福祉課
長寿課
健康推進課
子ども未来課
子ども家庭課



NO 取り組むべき内容 第２次地域福祉計画記載の取組例 関係課 回答課等 現在の取組状況 連携したい課
課題
（取り組む中での課題や取組が進まない課題等）

福祉課

障がい分野だけでは課題解決が難しく、多機関で取り組
む必要があると判断するケースについて地域共生推進
課へつないでいる。
障害者手帳を交付されているが、サービスにつながって
いない方を個別に訪問して生活状況を確認し、必要に応
じてサービス利用等につないでいる。

地域共生推進課
長寿課
健康推進課
子ども未来課
子ども家庭課
教育総務課

健康推進課
・まちの保健師
・ゲートキーパー養成講座

地域共生推進課

・市民に身近な圏域で分野を超えた課題に総合的に相
談に応じる包括的な支援システムを構築し、個人や世帯
の複合的な課題や制度の対象とならない課題も含めて
適切な関係機関につなぎ、連携しながら生活再建を図
る。
・多機関協働事業により、各相談支援機関が抱える複雑
な事例などをチームで支援体制を構築できるよう調整役
を担う。

長寿課
断らない相談支援として包括支援センターがその相談業
務を担っている。

地域共生推進課
福祉課

子ども未来課

子育て包括連絡会として、子育てコンシェルジュ、母子保
健コーディネーター、家庭児童相談室において妊娠期か
ら子育て期の相談に対応をし、相談ケースが他課にまた
がる場合は、情報共有を実施。
児童館で行う幼児教室において、関係部署と連携したア
ウトリーチを実施している。

子ども家庭課
健康推進課

子ども家庭課
家庭児童相談室、女性相談、を運営。必要時は各課の
情報を集約・対応している。

地域共生推進課
長寿課

三ケ峯地区において、市民による移動支援の検討を進
めている。公共交通機関が不足する部分を補うものとし
て、住民同士のボランティアによる助け合いとして実施し
ていくため、東小学校区地区社協で話し合いを進め、令
和2年度には試験運行を実施。今後は、市民へのアン
ケート調査の結果を踏まえ、本格稼働に向け検討中。

企画政策課
安心安全課

Ｎ－バス利用者の６～７割は高齢者が占め、目的の多く
は、買い物、医療機関、公共施設での利用であった。
このため、利便性の向上のため、令和３年４月１日から
の路線再編において、買物、医療機関、公共施設の乗り
入れを多くした。

長寿課
Ｎ－バス運賃負担軽減
策としてマナカチャージ
券事業と連携予定

福祉課

障がい者へタクシーチケットの助成、移動に関する障害
福祉サービス等の支給を行っている。併せて、提供側の
担い手育成も行い、サービスを利用しやすい体制づくり
を目指している。

解決策となリ得る社会資源が十分にないことにより、課題
解決の糸口がつかみにくいケースもある。

まちの保健師について知らない人が多いため、いろいろな
機会で周知する必要がある。
ゲートキーパー養成講座は、ゲートキーパーを多く養成す
るため、今後も継続して実施する必要がある。養成した
ゲートキーパーを通じて、支援につながった事例があるか
把握できていないため、今後はフォローアップ研修等を実
施する必要がある。

・各相談支援機関等が複雑化・複合化した課題を持つ世帯
を包括的に支援するための情報共有等の仕組みづくりが
進んでいない。
・多機関協働事業として取り上げるケースかどうか、その方
針等が明確化していない。関係機関への周知も不足してい
る。

地域包括支援センターが担当する困難事例では、問題が
複雑化・複合化しており、高齢者のみの問題ではなく、制度
の狭間で対応できない課題が多く、その課題に対応する仕
組みができていない。

子育てに関しての関係部署との情報共有と連携は出来て
いる。保護者への周知や、多言語化への対応など、市民が
気軽に相談が受け付けられる体制にしていく必要がある。

情報共有システム等が無いため、情報集約が煩雑となると
きがある。

Nバス等の既存の公共交通機関をできるかぎり利用できる
ルート設定、運営方法の検討が必要。また、運転ボランティ
アが少ない状況である。

移動困難者や交通弱者に対する移動支援者の創出

福祉有償運送の育成した担い手の働く場となる障がい事
業所等とのマッチングなど、活用の体制整備が難しい。

4
包括的な相談支援体
制の仕組みづくり

①身近な地域で相談ができ、必要に応じて相談支援
機関等に適切につなげられる仕組みづくり
②制度や各部署ごとで把握している情報について、
適切な相談支援のために必要な情報収集と集約
③潜在的な課題を把握するため、アウトリーチ等に
より地域や各種支援機関等と連携して早期発見する
仕組みづくり
④包括的な相談支援を推進していくため、庁内全
体、各支援機関等の共通認識を図り、意識の醸成の
ための取組

地域共生推進課
福祉課
長寿課
健康推進課
子ども未来課
子ども家庭課
教育総務課

5 交通弱者への支援
①移動困難者や交通弱者の移動支援施策の検討
②移動支援に関する社会資源の活用、マッチング

企画政策課
安心安全課
福祉課
長寿課
地域共生推進課



NO 取り組むべき内容 第２次地域福祉計画記載の取組例 関係課 回答課等 現在の取組状況 連携したい課
課題
（取り組む中での課題や取組が進まない課題等）

企画政策課

○市民主体の計画づくり
　策定又は改訂予定の行政計画の情報を毎年、広報や
チラシで周知し、計画づくりの参加を呼びかけ、申込み
があった市民の情報（氏名、連絡先等）を担当課へ情報
提供する。

たつせがある課

･西小学校区まちづくり協議会では、まちづくりの活動に
興味のある人を広報等で募集をしている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
･地域協働計画策定において市民活動団体のみならず
学生や企業など多様な主体を巻き込んでいる。
・「新たなつながりをデザインする場」リニモテラス公益施
設においては、運営協議会が観光交流・大学連携・多文
化共生・子育て支援の４つの柱で連携事業を進めてい
る。その中で、体験ワークショップやマルシェなどの企画
の検討・実施を通して、「新たに事業に関わりを持とうと
する人」が出てきている。つながりのデザインは、施設の
指定管理者及び活動コーディネーターが担っており。個
人・団体を問わず、新たなつながりを生み出そうとしてい
る。

生涯学習課
生涯学習講師人材バンクリストの運用により、各種技
能・資格を持つ人材を把握し。HP等で公表している。

たつせがある課

地域共生推進課
地域内の話し合いの場や活動に参加し、人財の把握等
を行っている。

各課

市民からの申込みが少数である。

特定の人のみ地域活動しており、新たなキーパーソンとな
る人材の把握が出来ていない。

市民団体が連携して行う企画の調整が困難で、調整役が
不在。（リニモテラス公益施設においては、コーディネー
ターを新たに設置し、調整役を担うこととなっている。）

照会数が少なく、周知が課題である。

特定の人の参加が多い傾向。また活動をしている人の高
齢化も課題となっている。また、活動者同士が交流する場
があると、活動の発展につながるのではないか。
人財の見える化により、各課と情報共有が必要。

6 人財との協働

①地域活動においてキーパーソンとなる人財の把
握、情報共有
②稀有な技能を有していたり、分野を越境した活動
をしている人財の把握、情報共有

企画政策課
たつせがある課
生涯学習課
地域共生推進課


